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1. はじめに 

 本研究では，コンクリートの初期応力解析における

膨張コンクリートの性能評価を目的として，20℃と

30℃一定温度下において一軸拘束試験を実施し，膨張

エネルギーと積算温度との関係を求めた．次に，実験

より得られた膨張エネルギーと積算温度との関係を用

いて，一軸拘束供試体における拘束応力を求め，実験

値と解析値の比較を行った． 

2. 膨張コンクリートの膨張エネルギーの算定 

 本研究では仕事量一定則に基づき単位体積あたりの

膨張コンクリートが鋼材に対してなす仕事量を求めた．

式（1）に一軸拘束供試体における膨張コンクリートの

仕事量算出式を示す． 

        2
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tsche pEe ε=    （1） 

ここに， chee ：仕事量（N･mm/mm3）， p：拘束鋼材

比， sE ：拘束鋼材の弾性係数（N/mm2）， tε ：拘束鋼

材のひずみ 

3. 実験概要 

 表－1 に示方配合を示す．セメントは普通ポルトラ

ンドセメントを使用し，膨張材は CSA 系マスコンクリ

ート用低添加型を使用した．膨張材の使用量はセメン

トの内割りで 20kg/m3 とした．表－2 に圧縮強度およ

び静弾性係数試験結果の一例を示す． 

次に，拘束供試体の形状・寸法を図－1 に示す．図

より，供試体は 100×100×400mm の角柱供試体とし

た．拘束供試体は断面中央にφ9mm の PC 鋼棒を配置

し，両端を鋼板で拘束した．温度 30℃の供試体の両側

面には板状電気ヒーターを，上下面には発泡スチロー

ル保温材を設置した．供試体温度は，打ち込み直後か

らコントローラにより 30℃に制御した．計測項目は，

供試体軸方向の変位および供試体内部温度とした．  

 また，変位計測の開始時間を決めるために，コンク

リートの凝結試験(JISA1147)を実施した．凝結始発付

近を目安に脱型し，封緘処理を行った．その後，供試

体長手方向の変位をダイヤルゲージにて 1 日毎に計測

した．変位の計測結果よりひずみを求めた． 

4. 実験結果および解析結果 

図－2 に各温度履歴における膨張コンクリートの拘

束ひずみの経時変化を示す．計測開始時間は，温度

20℃と30℃それぞれ打設から7時間と8.5時間である．

図より，20℃の拘束ひずみは，180×10－6 程度で落ち

着いた．一方，30℃の拘束ひずみは， 230×10－6程度

で落ち着く傾向を示した．図－2 の拘束ひずみの結果

を用いて，式(1)より単位体積当たりの膨張エネルギー

の算定を行った．図－3 に単位体積当たりの膨張エネ

ルギーと積算温度の関係を示す． 

図より，20℃一定環境下の膨張エネルギーは 2.00×

10－5N･mm/mm3に落ち着いた．30℃一定環境下の膨張

エネルギーは 3.60×10－5N･mm/mm3に落ち着く傾向を

示した．本研究の範囲内では，積算温度で評価しても，

20℃と 30℃で膨張エネルギーの発現状況に差異がみ

られた．計算結果をもとに 20℃と 30℃それぞれの膨張

エネルギーと積算温度の関係を式（2）の近似式を使っ
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表－1 示方配合 
水結合材比

% W C E S G Ad
膨張 57 180 296 20 851 926 3.16

単位量（kg/m3）

Ad：AE 減水剤 

表－2 圧縮強度(N/mm2)と

静弾性係数(kN/mm2) 

日 圧縮強度 静弾性係数
1 4.3 10.1
3 16.1 20.1
7 26.4 24.1
31 31.8 26.9
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図－1 拘束供試体の形状 
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て求めた． 
( )( )Mee ttche α−−= exp1        （2） 

ここに， chee ：仕事量（N･mm/mm3）， tα ：定数（1/

（日･℃）），M ：積算温度（日･℃） 

20℃と 30℃それぞれの膨張エネルギーと積算温度

の関係を式（3），（4）に示す． 
( ) ( )( )Meche 0148.0exp11010.2 5 −−××= −  （3） 

( ) ( )( )Meche 0361.0exp11063.3 5 −−××= −  （4） 

次に，式（3），（4）を用いて仕事量一定則により，

一軸拘束供試体のコンクリート応力と拘束鋼材応力を

算定した 2)．実測値のコンクリート応力と拘束鋼材応

力は，式（5），（6）から算定した． 

sm
c

s
cm A

A
σσ ⊿⊿ =            （5） 

tssm E εσ ⊿⊿ −=            （6） 
ここに， cmσ⊿ ：コンクリート応力（N/mm2）， smσ⊿ ：

拘束鋼材応力（N/mm2）， sA：拘束鋼材の断面積（mm2），

cA ：コンクリートの断面積（mm2）， sE ：拘束鋼材の

弾性係数（N/mm2）， tε⊿ ：拘束鋼材のひずみ 

図－4 にコンクリート応力の実測値と解析値の比較

を示す．図より，20℃一定における実測値の最大値は

－0.23N/mm2であり，解析値の最大値は，－0.21N/mm2

程度となった．30℃一定における実測値の最大値は－

0.30N/mm2程度であり，解析値の最大値は－0.27N/mm2

程度となった．次に，図－5 に拘束鋼材応力の実測値

と解析値の比較を示す．図より，20℃一定における実

測値の最大値は 36N/mm2 であり，解析値の最大値は，

33N/mm2程度となった．30℃一定における実測値の最

大値は 47N/mm2 であり，解析値の最大値は 42N/mm2

程度となった．以上より，コンクリートと拘束鋼材の

解析値は，実測値をやや小さく評価する傾向にあるが，

全体的には傾向をよく捉えていると考えられる． 

5. まとめ 

本研究で得られた知見を以下に示す． 

1) 本研究の範囲内で温度 20℃と 30℃における膨張

エネルギーを積算温度で評価した結果，温度 30℃

の方が大きい値を示した． 

2) 得られた膨張エネルギー評価式を用い，膨張エネ

ルギー一定則に基づく初期応力解析を行った結果，

解析値は実測値をやや小さく評価するが，全体的

には良好な推定結果となった．今後，更に実験デ

ータの蓄積を行い，温度履歴の影響を検討する必

要があると考える． 
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図－2 膨張コンクリートの拘束ひずみの経時変化 
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図－3 膨張コンクリートと積算温度の関係 
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図－4 コンクリート応力の実測値と解析値 
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図－5 拘束鋼材応力の実測値と解析値 
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